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気候変動による海岸に関する将来の外力の変化

• 資料-3の内容
– 海岸保全施設の計画外力と、気候変動による影響

– 平均海面上昇の変化傾向（外力検討専門部会成果）

– 将来気候における潮位 （ 〃 ）

– 将来気候における波浪 （ 〃 ）

– まとめ
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外力専門部会

第１回
令和5年6月1日

1. 気候変動を踏まえた海岸保全に関する動向
2. 気候変動を踏まえた海岸保全に関する外力の検討方針
3.今後の予定

第2回
令和5年9月13日

1. 第１回専門部会の意見と対応
2. 気候変動を考慮した外力検討の実施方針の設定
3. 気候変動を考慮した高潮の解析
4. 今後の予定

第3回
令和5年11月30日

1. 第２回専門部会の意見と対応
2. 平均海面水位の上昇量の解析
3. 気候変動を考慮した高潮の解析
4. 気候変動を考慮した波浪の解析
5. 今後の予定



気候変動による海岸に関する将来の外力の変化
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シナリオ

日本の気候変動2020 文部科学省 気象庁



気候変動による海岸に関する将来の外力の変化
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シナリオ 2100年までの平均海面水位の予測上昇範囲

IPCC: Intergovernmentaｌ Panel on Climate Change 

1900年を基準とした世界平均海面水位の変化

RCP 2.6
シナリオ

(2度上昇)

RCP8.5
シナリオ

(4度上昇)

IPCC
（第５次）

0.26～0.53m
(平均0.39m)

0.51～0.92m
(平均0.71m)

SROCC
0.29～0.59m
(平均0.44m)

0.61～1.10m
(平均0.85m)

SROCC：気候変動における海洋と寒冷圏に関する特別報告書

将来予測

波浪 波高の平均値は下がるが、
極値は上がる
波向きが変わる

高潮時の
潮位偏差

極値は上がる

平均海面
水位

上昇する

海岸侵食 砂浜の６～８割が消失

気候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会提言（2020.7月）

外力専門部会で検討
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外力専門部会

第１回
令和5年6月1日

1. 気候変動を踏まえた海岸保全に関する動向
2. 気候変動を踏まえた海岸保全に関する外力の検討方針
3.今後の予定

第2回
令和5年9月13日

1. 第１回専門部会の意見と対応
2. 気候変動を考慮した外力検討の実施方針の設定
3. 気候変動を考慮した高潮の解析
4. 今後の予定

第3回
令和5年11月30日

1. 第２回専門部会の意見と対応
2. 平均海面水位の上昇量の解析
3. 気候変動を考慮した高潮の解析
4. 気候変動を考慮した波浪の解析
5. 今後の予定

学識経験者：
日向教授（愛媛大）、安田教授（関西大）、熊野准教授（愛媛大）、渡邊主任研究員（国総研）

専門部会での検討
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将来予測手法（平均海面上昇、高潮、波浪）

外力 検討方法

平均海面水位 観測潮位に基づき、当該海岸の平均海面上昇の変化傾向を分析
※長期地盤変動、黒潮蛇行の影響可能性について整理

潮位偏差（高潮） 現行の算定方法（過去台風での潮位偏差）に基づき、代表気象擾乱（台風）発生時の潮位偏差を
算出⇒現在気候に対する将来気候の変化率を算出
※潮位については朔望平均満潮位となるよう再設定

・現行の設計潮位： 既往最高潮位（満潮発生時刻付近でない）
・今後用いる設計潮位： 朔望平均満潮位＋潮位偏差（高潮）

波浪 現行の海岸保全施設設計基準に基づき生起確率を考慮し設計波を求める。
現在気候と将来気候の設計波を、それぞれ求め変化率を算出

現在気候と将来気候：大規模アンサンブル気候予測データベース（d2PDF／d4PDF）のデータを活用

潮位偏差
（高潮）

波浪



平均海面上昇の算出
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平均海面上昇の算出
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地盤高の経年変化傾向の分析
今治A

北条

宇和島

各地点の地盤の経年変化傾向の時系列図を見ると、ほとんどの
地点において地盤が経年的に隆起している傾向が確認できる。

 2015年以降の近年のみで見ると、わずかに地盤変動の傾きが緩
やかになっている。
※地盤の隆起：相対的に潮位は小さくなる。

※地盤の年あたりの変動量(cm/year)は、全期間（青線）による値を表示



黒潮蛇行の影響（平均海面上昇の算出）
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 三浦ら（国土地理院）の検討では、黒潮大蛇行時に絶対的潮位が変化することが指摘されている。一方、潮
位への影響の補正・除去方法は今後の課題としている。

 現段階では確立された手法がないため、将来的な課題とし、気候変動に関する知見の収集やモニタリングを
続け、必要に応じて見直していく方針とする。

[出典1]三浦優司・川元智司：験潮場のGPS連続観測点を用いた潮位データ観測手法の検討，国土地理院時報，pp.21-33，2013.
[出典2]黒潮の数ヶ月から十年規模の変動（流路）：
https://www.data.jma.go.jp/kaiyou/data/shindan/b_2/kuroshio_stream/kuroshio_stream.html

【東海沖(東経136～140度)における黒潮流路（南端）の経年変動】【黒潮大蛇行時の絶対的潮位変化】

【黒潮の典型的流路】

1.非大蛇行接岸流路
2.非大蛇行離岸
3.大蛇行流路

 気象庁では黒潮流路（南端）の
経年変動を整理している。

 2017年8月以降から、大蛇行が
継続している。

東海沖



愛媛県沿岸における年平均潮位の変化傾向(1)
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 電子基準点の地盤変化と同年数の潮位の観測データが確保できた愛媛県内の地点は松山と宇和島の2地
点であった。これらの地点において、地盤変動成分を除去した。短期間ではあるが参考として来島航路（今
治）も同様に整理した。

 長期間のデータがある宇和島、松山を見ると、2000年度成果による影響が大きい。そこで、2000年度成果が
反映された2003年以降の5年平均した年平均潮位の変化傾向（上昇量）を整理すると、宇和島では
+0.38cm/year、松山で+0.23cm/year、来島航路（今治）で-0.10cm/yearとなる。

 気象庁が提案した四国周辺（領域Ⅲ）の平均海面の上昇量は、95年間で39cm（22～56cm）の上昇量である
ため、0.41cm/yearである。長期間のデータがある宇和島、松山は気象庁の公表値の幅に入っており、同様
な傾向であることを確認した。

 気象庁の解析結果と比較し、愛媛県内の観測潮位が四国周辺（領域Ⅲ）において特異な地点ではないこと
が確認できたため、設計高潮位に用いる平均海面の上昇量は気象庁が公表した0.41cm/yearを使用する。

【地盤変化の考慮方法・図の見方】
 左図のオレンジハッチはT.P.換算値の改訂時期（改訂年）を示して

おり、地盤変化の影響が顕著となったときに改訂されたと推察され
る。

 そのため、 改訂年では青線の地盤変化の補正量をゼロとし、翌年
以降は改訂年からの相対的な地盤変化量を用いて補正した。ここ
で、電子基準点の地盤高のデータは、毎日1回の観測データとなっ
ているため、年平均値に処理してから使用した。

 灰色線は地盤変化考慮なしの結果であり、黒線は青線の補正量
によって地盤変化を考慮した結果である。赤線は黒線を5年平均
処理した結果であり、その近似線をピンク線で示した。



愛媛県沿岸における年平均潮位の変化傾向(2)

 本委員会では設計高潮位の計画に用いる平均海面の上昇量は気象庁が公表した0.41cm/yearを使用する。
ただし、将来の平均海面の上昇量は、不確実性があることや黒潮の流路によって影響を受けるため、気候
変動に関する知見の収集やモニタリングを続け、必要に応じて見直していく方針とする。
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宇和島：2000年度成果以降の近似線 松山： 2000年度成果以降の近似線 来島航路(今治)：全期間の近似線

【参考】松山：全期間の近似線【参考】宇和島：全期間の近似線



設計高潮位の算出
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設計高潮位における天文潮成分の考え方
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＜将来の設計高潮位＞
将来の設計高潮位＝(朔望平均満潮位＋平均海面の上昇量)＋将来の潮位偏差（高潮）

※

 海岸保全施設の基準・同解説によると、設計高潮位の設定方法は以下のように説明される。

設計高潮位の設定に当たっては、
(1)既往最高潮位
(2)朔望平均満潮位に既往の潮位偏差の最大値を加えたもの
(3)朔望平均満潮位に推算の潮位偏差の最大値を加えたもの
に気象の状況及び将来の見通しを勘案して必要と認められる値を加えたもののうちから、当該海岸
保全施設の背後地の状況等を考慮して海岸管理者が総合的に判断して定めるものとする。

また、必要に応じて、当該満潮位の時に当該潮位偏差及び設計波が発生する可能性を考慮して、
当該潮位偏差の最大値の範囲内において下方補正や、平均海水面変動を考慮して上方補正するこ
ともできるものとする．

天文潮位成分は、以下のとおり解釈できる。
・(1)に対しては、既往最高潮位発生時の天文潮位
・(2),(3)に対しては、朔望平均満潮位

赤字：技術基準一部改訂の通知文による補足（R03）

※施設天端高の設定に用いる潮位偏差で、高潮浸水想定のようなL2高潮とは異なる



設計潮位の算出
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■朔望平均潮位の整理（天文潮位成分）

■潮位偏差（高潮）の算出
(1)d4PDFを用いた台風中心気圧の補正量の算出
(2)現在気候および将来気候の台風条件の設定

(3)高潮推算シミュレーション

再現期間
[年]

補正後の台風中心気圧[hPa] 差分（将来－過去）[hPa]

過去実験 2K上昇 4K上昇 2K上昇 4K上昇
2 967.8 968.9 986.0 1.1 18.2
5 956.4 955.3 959.9 -1.1 3.5
10 951.7 948.4 947.6 -3.4 -4.1
20 948.3 944.1 941.9 -4.2 -6.4
50 944.6 940.1 937.4 -4.5 -7.2
100 940.7 936.2 933.3 -4.5 -7.4

T5412

T9119

T5415



潮位偏差（高潮）の将来予測（2K上昇シナリオ）

 50年確率の中心気圧を用いた愛媛県沿岸の潮位偏差（高潮）は、燧灘の①～⑤区間で1～3%程度、安芸
灘・伊予灘の⑥～⑨区間で3～7%、豊後水道の⑩～⑫区間で3～9%程度の増加が予測される。

 ただし、将来予測シナリオや台風コースの違いによる変動が大きくことが推察され、確信度は低い。

潮位偏差（高潮）の将来変化比の算出

14

【各沿岸での将来変化比】
区間 現在気候の

潮位偏差
（高潮）[m]

将来気候の
潮位偏差
（高潮）[m]

将来変化比
[将来/現在]現行政区分

① 四国中央市 1.31 1.32 1.007

② 新居浜市 1.21 1.25 1.026

③ 西条市1 1.14 1.17 1.026

④ 西条市2 1.13 1.16 1.026

⑤ 今治市1 1.21 1.24 1.023

⑥ 今治市2 1.37 1.41 1.027

⑦ 松山市 1.59 1.69 1.059

⑧ 伊予市等 1.87 2.00 1.068

⑨ 伊方町1 1.11 1.15 1.040

⑩ 伊方町2 1.62 1.77 1.089

⑪ 宇和島市等 1.29 1.39 1.078

⑫ 愛南町 0.70 0.71 1.026

[－]

⑫
⑪
⑩

⑨
⑧

⑦
⑤

⑥

④③
②

①



任意年の設計高潮位への反映
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 気候変動の時間スケールを考慮する場合について、外力の設定方針（案）を示す。

年
1980 2040

潮位偏差
（高潮）

h1980

h2040
将
来
変
化
比

1951 2010

 潮位偏差の将来変化比は、1980年と2040年の比率とす
る。

 d4PDFの過去実験は1951～2010年であり、平均すると
1980年相当となる。

 気温上昇は2040年から一定値（2K上昇）になると想定され
ており、2040年までは線形増加とする。

 目標年（設計供用期間末の年）が2040年以前であれば、
左図をもとに算定する。

 基準年（現況の設計外力の算定年）は、1980年とする。

【潮位偏差（高潮）の時間変化の考え方】

目標年基準年

年
1995 2090

潮位(H.W.L.+

平均海面上昇量)

HWL1995

HWL2090将
来
変
化
量

1986 2005

【潮位の時間変化の考え方】

目標年基準年

2081 2100

HWL2020

2018 2022

2020

 潮位の将来変化量（朔望平均満潮位H.W.L.+平均海面
の上昇量）は、2020年～2090年の増分とする。

 「日本の気候変動2020」では1986～2005年（20世紀末）を
基準とし、2081～2100年（21世紀末）までの水位上昇を想
定しているため、これらの平均年を採用し、将来変化量は
線形増加（0.41cm/year）として扱う。

 目標年（設計供用期間末の年）が2090年以前であれば、
左図をもとに算定する。

 朔望平均満潮位H.W.L.は2018～2022年で算定したため、
基準年は、平均の2020年とする。

気温上昇は2K

上昇で平衡する
想定

将来変化は不確実で
あり、更なる強大化が
起きる可能性もある
（上振れの可能性）

将来変化は不確実で
あり、更なる上昇が起
きる可能性もある



任意年の設計高潮位への反映
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 各年の潮位偏差（高潮）の将来変化比や平均海面の上昇量を整理
し、任意年（目標年）に設定した将来の設計高潮位を算出できる考
え方を整理した。

 
⑫ 

⑪ 

⑩ 

⑧ 

⑦ 

⑥ 

⑤ 
④ ③ 

② ① 

⑨ 

■現行設計高潮位と、見直した潮位条件、将来気候の設計高潮位



設計波高の算出
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【波浪推算：B-1の手法】

将来気候の設計波高の設定方針

【d4PDFの分析とバイアス補正】

＜バイアス補正＞ ※高潮モデルと同じ

＜擾乱の選定＞
⚫ 愛媛県沿岸周辺を通過したd4PDFの台風トラックデータを整理する。
⚫ 計算ケースは現在気候：650ケース、将来気候：390ケース（65ケース×6種）。

＜気象場の推算＞
⚫ 経験的台風モデルを用いて、現在気候と将来気候の気象場（風場）を推算する

（d4PDFのバイアス補正済み台風トラックデータを使用）。

＜波浪推算の実施＞
⚫ 作成した気象場に対する波浪推算を実施する（計1040ケース）。

【結果の整理】

⚫ 現在・将来の波浪推算結果から50年確率波高の平面分布を作成する。
⚫ 50年確率波高の将来変化比（将来／現在）を整理し、将来の設計波高を算定する。

【波高の将来変化比のイメージ】

赤：将来気候において波高が上昇
青：将来気候において波高が減少

【波浪推算モデルの設定】

⚫ 波浪推算の計算条件を設定する。
⚫ 実績台風の再現計算により、経験的台風モデルの最大旋衡風速半径r0を設定する。

経験的台風モデルのパラメータ調整

擾乱は台風中心気圧をもとに選定



経験的台風モデルの設定： 最大旋衡風速半径r0
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 一般的に、経験的台風モデルを使用すると、波浪が過小評価となる。台風以外の風が無視さ
れるため。

 波浪を実態に近づけるため、経験的台風モデルの最大旋衡風速半径（r0）を本多モデルで調整
する。※実績台風は観測値を元にr0を調整できるが、d4PDFの台風ではモデル化が必要。

𝜇 = ln 𝛼𝜇 exp
𝑝𝑐 − 𝛽𝜇

𝛾𝜇

𝜎 = ln 𝛼𝜎 exp
𝑝𝑐 − 𝛽𝜎
𝛾𝜎

【本多モデル（2018）によるr0算定】

𝑟0 = exp 𝜇 + 𝜎 ⋅ Φ−1 𝐹

Φ−1は標準正規分布の逆関数, 𝑝𝑐は中心気圧

図：本多モデルによるr0の分布

• 本多モデルは、Fを設定すれば、中心気圧に応じ
てr0が算出される。

• 最適なF値を検討する。

本多和彦・鮫島和範（2018）：台風の中心気圧と最大風速半径の関係式の確率評価, 国土技術政策総合研究所資料, No.1040, 23p.

F=0.6

r0≒63km



経験的台風モデルの設定：パラメータFの検討
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図1：相関解析（宮崎日向沖、F=0.5） 図2：相関解析（宮崎日向沖、F=0.7）

図3：相関解析（宮崎日向沖、F=0.9）

• F=0.5は波高が過小評価傾向

• F=0.9は、回帰係数（傾き）が1.0に
近い。

 宮崎日向沖、高知西部沖、苅田の観測データを用いたパラメータＦを設定値を検討
 回帰分析を行い、F＝0.9を採用する。



波浪推算シミュレーション計算ケースの設定
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 愛媛県周辺を通過する台風のうち、中心気圧の低い台風を選定する。

 検討ケース数は、10年確率値以上が算定できる個数を確保する（平均発生率λ>0.1）。

【台風の検討範囲（赤枠）】

東経：130.75～133.75°
北緯：  32.50～  34.50°

※高潮の想定台風は範囲内に含まれる

種類 年数
採用

ケース数
平均発生率

λ

d4PDF過去実験 6000 650 0.108

d4PDF2K上昇 549
390※

(65×6モデル)
0.118

表：台風の採用ケース数

※2K上昇は、SST（表層海水温シナリオ）が6種類あり、全ケースは65×6＝390ケース
（SSTは6種類をそれぞれ同数抽出する。）

検討に用いた台風経路

◆風速の強弱の2グループに分けて
経路を整理
◆観測地点の西側の通り台風は、
風速が強い傾向にある。
（右図は燧灘の風速の事例）



波浪推算の実施

22

 各台風について、経験的台風モデル（本多モデル, F=0.9）で海上風を推算する。

 推定された風速データを入力値として、波浪推算を実施する。

 各台風ケースについて、最大波高分布を整理する。

【最大波高分布の一例】

• 各ケースで、最大波高の分布は様々。

• これらを統計的に処理して、確率波を算定する。

• 確率波高の算出は、ノンパラメトリック法（ブートストラップ法）を用いる。

ケース1 ケース2 ケース3

・・・



設計波への反映： 各海域での算出
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 海域を以下の4つに分割し、各海域の波高変化比を算出した。

 燧灘：三崎～百貫島～弓削島～伯方島～大島～来島海峡を結ぶライン

 安芸灘：来島海峡～伯方島～大三島～大崎下島～呉～江田島～柱島～周防大

島～中島～興居島を結ぶライン

 伊予灘：興居島～中島～周防大島～長島～佐田岬を結ぶライン

 豊後水道：佐田岬～沖ノ島～柏島を結ぶライン

※大三島周辺（赤点線区域）は、保守側の値として、安芸灘の結果を流用する。

燧灘
安芸灘

伊予灘

豊後水道

大三島周辺

港湾 海域
SST平均の将来変化比

（最小～最大）

50年確率波高[m]

現況 SST平均の将来値（最小～最大）

三島川之江港沖 燧灘 1.02（0.99～1.04） 3.16 3.22（3.13～3.29）

菊間港沖 安芸灘 1.01（0.99～1.03） 3.01 3.04（2.98～3.10）

松山港沖 伊予灘 1.02（0.99～1.04） 4.16 4.24（4.12～4.33）

宇和島港沖 豊後水道 1.00（0.95～1.05） 10.73 10.73（10.19～11.27）

0
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三島川之江港 菊間港 松山港 宇和島港

設
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将来（最小） 将来（最大）



まとめ
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海岸保全に影響する外力の将来変化予測結果（まとめ）
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■既往計画（改定前）

潮 位 潮位偏差（高潮） 波 浪

設定方法 既往最高潮位発生時の潮位 既往最高潮位発生時の潮位 30年確率、50年確率波

備考 SMB法、波浪推算モデルを使用

■気候変動の影響を踏まえた計画外力

海面上昇量 潮位偏差（高潮）・波浪

◆ 気候変動の影響を踏まえた海岸保全施
設の計画外力の設定に関する参考資
料※を参照。（※R3年8月課長補佐事務
連絡）

◆ 21世紀末における愛媛県沿岸を含む領
域の平均海面上昇量は、2℃上昇シナ
リオで20世紀末に対し約0.39m(0.22～
0.56)上昇するとの報告がある。

※黒潮蛇行による影響についても無視でき
ないことから、沿岸域の水位をモニタリング
する。

【潮位偏差】

◆ 潮位偏差は、既往最高潮位をもた
らした実績台風（T5412、T5415、
T9119）の中心気圧と同程度の生
起確率となる中心気圧を設定し、その際の外力を推算して、将来の計画外力とする。 →方法A-1

◆ 中心気圧の将来変化をd4PDFの台風トラックデータから算出する。台風半径、移動速度、経路は実績台風と同
じものを採用する。

【波浪】

◆ 波浪は、将来気候下で発生する台風について、
推算地点の値を確率処理して、現行計画と同じ生起確率の値を将来外力とする。 →方法B-1

◆ 解析ケースは、d4PDFの台風トラックデータから愛媛県周辺を通過する中心気圧の低い台風を並べて、10年確
率値以上が算定できる個数（平均発生率λ>0.1）を選定する。
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三島川之江港 菊間港 松山港 宇和島港
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三島川之江港 菊間港 松山港 宇和島港
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8
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10.73m
(1.00)

3.22m
(1.02)

3.04m
(1.01)

4.24m
(1.02)

現況 将来（平均）
将来（最小） 将来（最大）

50年確率波
（2075年）設計波(m)

①     ②    ③    ④    ⑤    ⑥    ⑦   ⑧ ⑨    ⑩    ⑪    ⑫

設計高潮位(T.P. m)



海岸保全に影響する外力の将来変化予測結果（まとめ）
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設計高潮位

潮位偏差（高潮）

設計沖波波高

設計高潮位

潮位偏差（高潮）

設計沖波波高

設計高潮位

潮位偏差（高潮）

設計沖波波高

設計高潮位

潮位偏差（高潮）

設計沖波波高



参考資料
～4K上昇の潮位偏差（高潮）検討結果～
～気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する
留意事項等（本省資料）～

27



現在気候および将来気候の台風条件の設定

28

【現在および将来の再現期間毎の中心気圧】

＜中心気圧＞※条件をわかりやすくするため、いずれの台風も同様な条件に設定
 最も勢力が強いT9119の中心気圧が約50年確率かつ供用期間が50年間の施設が多いことから現在気候お

よび将来気候の中心気圧（接近時）は50年確率を設定する。
 T5412,T5415の中心気圧を参照すれば将来には気候変動の影響を受けないといった考え方もできる。しかし

ながら、これらの台風は再現期間が短く、台風の低頻度化の影響を強く受けている。気候変動の不確実性か
ら評価が難しい位置付けであるため、台風の強大化の影響を明確に受けている50年確率の中心気圧を参
照する方が望ましいと考える。

＜最大旋衡風速半径＞
 最大旋衡風速半径は、経験的台風モデルにおいて台風の中心位置からの同心円状の気圧勾配や強風が

吹く位置を決定づけるパラメータであり、中心気圧と相関がある。そのため、最大旋衡風速半径は一意に定
まる河合らの式を用いて、中心気圧毎に推定する。

＜移動速度＞
 移動速度は、実績台風や高潮浸水想定による設定を踏襲する。

再現期間
[年]

補正後の台風中心気圧[hPa] 差分（将来－過去）[hPa]

過去実験 2K上昇 4K上昇 2K上昇 4K上昇

2 967.8 968.9 986.0 1.1 18.2

5 956.4 955.3 959.9 -1.1 3.5

10 951.7 948.4 947.6 -3.4 -4.1

20 948.3 944.1 941.9 -4.2 -6.4

50 944.6 940.1 937.4 -4.5 -7.2

100 940.7 936.2 933.3 -4.5 -7.4
[出典]河合ら：2004年に発生した台風の特徴と高潮の予測・再現計算，港湾空港技術研究所資料，No.1103，34p.，2005.

第2回専門部会資料抜粋・加筆

※T5412, T5415, T9119は現行
の設計高潮位の根拠となる既
往最高潮位をもたらした台風

※本資料は4K上昇の条件を設定



現在気候および将来気候の高潮推算
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 第2回専門部会で構築した高潮推算モデルを用いた現在気候および将来気候の高潮推算（高潮）結果を再
整理する。

 現在気候および将来気候の潮位偏差（高潮）について、各沿岸に影響する台風を考慮するために、各台風
による推算の潮位偏差を空間的に最大包絡を取る対応が良いと判断した。

 ただし、汀線においても最大包絡を取るのは過剰と考え、各沿岸における代表値は汀線において平均した値
を整理する。

項目 設定

格子領域 5,400m格子～150m格子まで5領域のネスティング

座標系 平面直角座標系

計算時間間隔 CFL条件から設定

基礎方程式 非線形長波式

海面抵抗係数 本多・光易（1980）モデル

ラディエーション
ストレス

考慮なし
※再現計算の予備検討から波浪の効果（SWANを利用）は
ほぼ影響しないことを確認済み

層分割 単層モデル（1層）

海底粗度係数 n = 0.025

沖側境界条件 他領域と水位・流量を接続（第1領域は自由透過）

陸側境界条件 完全反射（浸水計算は実施しない）

計算潮位 各海岸のM.S.L.の平均値（T.P.+0.0m）

対象とする台風
T5412, T5415, T9119の現在気候および将来気候
高潮浸水想定コース（北東進、東北東進、東進、西進、北北
西進）の現在気候および将来気候

【現在・将来気候の計算条件】

T5412

T5415

T9119

高潮浸水
想定コース
例：北東進

【台風経路の例】

※T5412, T5415, T9119は現行の設計高潮位の根拠となる既往最高潮位をもたらした台風
※中心気圧は前述の通り、50年確率を設定（現在：944.6hPa, 将来：940.1hPa）

第3回専門部会資料抜粋



最大潮位偏差の平面分布の最大包絡(2K上昇)
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 3コース（T5412,T5415,T9119）および8コース（T5412,T5415,T9119+高潮浸水想定5コース）で空間的に最大包
絡を取った潮位偏差を整理した。8コースによる整理は参考とする。

【現在気候：3コース最大】

【現在気候：8コース最大】

【将来気候：3コース最大】

【将来気候：8コース最大】

【将来変化比(将来/現在)：3コース】

【将来変化比(将来/現在)：8コース】

[m]

[m]

[m]

[m]

[－]

[－]

第3回専門部会資料抜粋



最大潮位偏差の平面分布の最大包絡(4K上昇)
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 3コース（T5412,T5415,T9119）および8コース（T5412,T5415,T9119+高潮浸水想定5コース）で空間的に最大包
絡を取った潮位偏差を整理した。8コースによる整理は参考とする。

【現在気候：3コース最大】

【現在気候：8コース最大】

【将来気候：3コース最大】

【将来気候：8コース最大】

【将来変化比(将来/現在)：3コース】

【将来変化比(将来/現在)：8コース】

[m]

[m]

[m]

[m]

[－]

[－]



設計高潮位の算出区間の整理
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 現行の設計高潮位は平成
29年度に変更されている。

 設定する設計高潮位は、
現行の設計高潮位の算出
区間と同様な区間を設定
する。

①：四国中央市
②：新居浜市
③：西条市禎瑞～船屋
④：西条市河原津～今在家
⑤：今治市砂場町～桜井
⑥：今治市菊間町～小浦町、島

 嶼部
⑦：松山市
⑧：伊予市、松前町
⑨：伊方町(伊予灘側)、八幡浜市

(伊予灘側)、大洲市
⑩：伊方町(宇和島側)、八幡浜市

(宇和島側)、西予市三瓶町
⑪：宇和島市、西予市明浜町
⑫：愛南町

【設計高潮位の算出区間（全12区間）】

第3回専門部会資料抜粋



潮位偏差の将来予測（2K上昇シナリオ）

 50年確率の中心気圧を用いた愛媛県沿岸の潮位偏差は、燧灘の①～⑤区間で1～3%程度、安芸灘・伊
予灘の⑥～⑨区間で3～7%、豊後水道の⑩～⑫区間で3～9%程度の増加が予測される。

 ただし、将来予測シナリオや台風コースの違いによる変動が大きくことが推察され、確信度は低い。

潮位偏差の将来変化比の算出(2K上昇)

33

 各沿岸での潮位偏差の将来変化比を算出する。

【各沿岸での将来変化比】
区間 現在気候の

潮位偏差[m]
将来気候の
潮位偏差[m]

将来変化比
[将来/現在]現行政区分

① 四国中央市 1.31 1.32 1.007

② 新居浜市 1.21 1.25 1.026

③ 西条市1 1.14 1.17 1.026

④ 西条市2 1.13 1.16 1.026

⑤ 今治市1 1.21 1.24 1.023

⑥ 今治市2 1.37 1.41 1.027

⑦ 松山市 1.59 1.69 1.059

⑧ 伊予市等 1.87 2.00 1.068

⑨ 伊方町1 1.11 1.15 1.040

⑩ 伊方町2 1.62 1.77 1.089

⑪ 宇和島市等 1.29 1.39 1.078

⑫ 愛南町 0.70 0.71 1.026

[－]

第3回専門部会資料抜粋



潮位偏差の将来予測（4K上昇シナリオ）

 50年確率の中心気圧を用いた愛媛県沿岸の潮位偏差は、燧灘の①～⑤区間で1～5%程度、安芸灘・伊
予灘の⑥～⑨区間で5～11%、豊後水道の⑩～⑫区間で4～14%程度の増加が予測される。

 ただし、将来予測シナリオや台風コースの違いによる変動が大きくことが推察され、確信度は低い。

潮位偏差の将来変化比の算出(4K上昇)

34

 各沿岸での潮位偏差の将来変化比を算出する。

【各沿岸での将来変化比】
区間 現在気候の

潮位偏差[m]
将来気候の
潮位偏差[m]

将来変化比
[将来/現在]現行政区分

① 四国中央市 1.31 1.33 1.013

② 新居浜市 1.21 1.27 1.045

③ 西条市1 1.14 1.19 1.046

④ 西条市2 1.13 1.18 1.045

⑤ 今治市1 1.21 1.26 1.040

⑥ 今治市2 1.37 1.44 1.048

⑦ 松山市 1.59 1.74 1.093

⑧ 伊予市等 1.87 2.08 1.112

⑨ 伊方町1 1.11 1.18 1.070

⑩ 伊方町2 1.62 1.85 1.142

⑪ 宇和島市等 1.29 1.45 1.123

⑫ 愛南町 0.70 0.72 1.037

[－]



任意年の設計高潮位への反映(2K上昇)

35

 気候変動の時間スケールを考慮する場合について、外力の設定方針（案）を示す。

年
1980 2040

潮位偏差

h1980

h2040
将
来
変
化
比

1951 2010

 潮位偏差の将来変化比は、1980年と2040年の比率とす
る。

 d4PDFの過去実験は1951～2010年であり、平均すると
1980年相当となる。

 気温上昇は2040年から一定値（2K上昇）になると想定され
ており、2040年までは線形増加とする。

 目標年（設計供用期間末の年）が2040年以前であれば、
左図をもとに算定する。

 基準年（現況の設計外力の算定年）は、1980年とする。

【潮位偏差の時間変化の考え方】

目標年基準年

年
1995 2090

潮位(H.W.L.+

平均海面の上昇量)

HWL1995

HWL2090将
来
変
化
量

1986 2005

【潮位の時間変化の考え方】

目標年基準年

2081 2100

HWL2020

2018 2022

2020

 潮位の将来変化量（朔望平均満潮位H.W.L.+平均海面
の上昇量）は、2020年～2090年の増分とする。

 「日本の気候変動2020」では1986～2005年（20世紀末）を
基準とし、2081～2100年（21世紀末）までの水位上昇を想
定しているため、これらの平均年を採用し、将来変化量は
線形増加（0.41cm/year）として扱う。

 目標年（設計供用期間末の年）が2090年以前であれば、
左図をもとに算定する。

 朔望平均満潮位H.W.L.は2018～2022年で算定したため、
基準年は、平均の2020年とする。

気温上昇は2K

上昇で平衡する
想定

将来変化は不確実で
あり、更なる強大化が
起きる可能性もある
（上振れの可能性）

将来変化は不確実で
あり、更なる上昇が起
きる可能性もある

第3回専門部会資料抜粋
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 気候変動の時間スケールを考慮する場合について、外力の設定方針（案）を示す。

年
1980 2090

潮位偏差

h1980

h2040
将
来
変
化
比

1951 2010

 潮位偏差の将来変化比は、1980年と2090年の比率とす
る。

 d4PDFの過去実験は1951～2010年であり、平均すると
1980年相当となる。

 気温上昇は2090年から一定値（2K上昇）になると想定され
ており、2090年までは線形増加とする。

 目標年（設計供用期間末の年）が2090年以前であれば、
左図をもとに算定する。

 基準年（現況の設計外力の算定年）は、1980年とする。

【潮位偏差の時間変化の考え方】

目標年基準年

年
1995 2090

潮位(H.W.L.+

平均海面の上昇量)

HWL1995

HWL2090将
来
変
化
量

1986 2005

【潮位の時間変化の考え方】

目標年基準年

2081 2100

HWL2020

2018 2022

2020

 潮位の将来変化量（朔望平均満潮位H.W.L.+平均海面
の上昇量）は、2020年～2090年の増分とする。

 「日本の気候変動2020」では1986～2005年（20世紀末）を
基準とし、2081～2100年（21世紀末）までの水位上昇を想
定しているため、これらの平均年を採用し、将来変化量は
線形増加（0.41cm/year）として扱う。

 目標年（設計供用期間末の年）が2090年以前であれば、
左図をもとに算定する。

 朔望平均満潮位H.W.L.は2018～2022年で算定したため、
基準年は、平均の2020年とする。

気温上昇は4K

上昇で平衡する
想定

将来変化は不確実で
あり、更なる強大化が
起きる可能性もある
（上振れの可能性）

将来変化は不確実で
あり、更なる上昇が起
きる可能性もある
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 前述の時間スケールの考え方を踏まえた潮位偏差の将来変化比と各年の平均海面の上昇量
を整理する。

西暦
区間共通

1995年
基準[m]

2020年
基準[m]

2020年 0.103 0.000 

2025年 0.123 0.021 

2030年 0.144 0.041 

2035年 0.164 0.062 

2040年 0.185 0.082 

2045年 0.205 0.103 

2050年 0.226 0.123 

2055年 0.246 0.144 

2060年 0.267 0.164 

2065年 0.287 0.185 

2070年 0.308 0.205 

2075年 0.328 0.226 

2080年 0.349 0.246 

2085年 0.369 0.267 

2090年 0.390 0.287 

【各年の潮位偏差の将来変化比】
【各年の平均海面

の上昇量】

 潮位偏差の将来変化比は、1980年から2040年にかけて、線形増加する
考え方とする。

 平均海面の上昇量は、1995年から2090年にかけて0.39m上昇する考え方
に基づいている。

 ただし、整理した朔望平均満潮位H.W.L.は2020年相当(2018～2022年平
均)であるため、2020年における0.103mの上昇量は既に含まれていると
考える。そのため、2020年から0.41cm/year(=0.0041m/year)ずつ線形増
加する考え方とする。

西暦

区間

四国中
央市

新居浜
市

西条市1 西条市2 今治市1 今治市2 松山市
伊予市

等
伊方町1 伊方町2

宇和島
市等

愛南町

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

2020年 1.005 1.017 1.018 1.017 1.015 1.018 1.040 1.045 1.027 1.059 1.052 1.018

2025年 1.005 1.019 1.020 1.019 1.017 1.021 1.045 1.051 1.030 1.067 1.059 1.020

2030年 1.006 1.022 1.022 1.021 1.019 1.023 1.050 1.056 1.034 1.074 1.065 1.022

2035年 1.006 1.024 1.024 1.023 1.021 1.025 1.054 1.062 1.037 1.082 1.072 1.024

2040年
～

1.007 1.026 1.026 1.026 1.023 1.027 1.059 1.068 1.040 1.089 1.078 1.026

第3回専門部会資料抜粋
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 前述の時間スケールの考え方を踏まえた潮位偏差の将来変化比と各年の平均海面の上昇量
を整理する。

西暦
区間共通

1995年
基準[m]

2020年
基準[m]

2020年 0.103 0.000 

2025年 0.123 0.021 

2030年 0.144 0.041 

2035年 0.164 0.062 

2040年 0.185 0.082 

2045年 0.205 0.103 

2050年 0.226 0.123 

2055年 0.246 0.144 

2060年 0.267 0.164 

2065年 0.287 0.185 

2070年 0.308 0.205 

2075年 0.328 0.226 

2080年 0.349 0.246 

2085年 0.369 0.267 

2090年 0.390 0.287 

【各年の潮位偏差の将来変化比】
【各年の平均海面水位

の上昇量】

 潮位偏差の将来変化比は、1980年から2090年にかけて、線形増加する
考え方とする。

 平均海面水位上昇量は、1995年から2090年にかけて0.39m上昇する考え
方に基づいている。

 ただし、整理した朔望平均満潮位H.W.L.は2020年相当(2018～2022年平
均)であるため、2020年における0.103mの上昇量は既に含まれていると
考える。そのため、2020年から0.41cm/year(=0.0041m/year)ずつ線形増
加する考え方とする。

西暦

区間

四国中
央市

新居浜
市

西条市1 西条市2 今治市1 今治市2 松山市
伊予市

等
伊方町1 伊方町2

宇和島
市等

愛南町

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

2020年 1.005 1.016 1.017 1.016 1.015 1.017 1.034 1.041 1.025 1.051 1.045 1.014

2025年 1.005 1.018 1.019 1.018 1.016 1.019 1.038 1.046 1.029 1.058 1.050 1.015

2030年 1.006 1.020 1.021 1.020 1.018 1.022 1.042 1.051 1.032 1.064 1.056 1.017

2075年 1.011 1.039 1.040 1.039 1.035 1.041 1.081 1.097 1.060 1.122 1.106 1.032

2090年
～

1.013 1.045 1.046 1.045 1.040 1.048 1.093 1.112 1.070 1.142 1.123 1.037
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 平均海面水位の上昇量は2090年まで、潮位偏差の将来変化比は2040年までを按分して求めることができる。

 ここでは潮位偏差の将来変化比は2040年以降は一定と仮定する（2K上昇が平衡状態）。将来のH.W.L.および将来の潮位
偏差を用いた2075年時点の設計高潮位は現在(2025年)に比べ、気候変動の影響によって0.20～0.25m程度大きくなる。

区間 見直し後 将来の防護基準

差分
[将来2075-現

在2025]現行政区分

[現在(2025
年)]

設計高潮位
[T.P.：m]

検潮所

[2020年基準]
H.W.L.

[T.P.:m]

[2075年基準]
上昇量

[m]

[将来]
H.W.L.

[T.P.:m]

[1980年基準]
潮位偏差

[m]

[2075年基準]
将来変化比

[－]

[将来]
潮位偏差

[m]

[将来]
設計高潮位

[T.P.：m]

a a' A b b' B C(=A+B)

① 四国中央市 3.50 三島川之江 2.120 0.226 2.346 1.31 1.007 1.32 3.70 0.20 

② 新居浜市 3.15 東予 1.860 0.226 2.086 1.21 1.026 1.25 3.35 0.20 

③ 西条市1 3.05 東予 1.860 0.226 2.086 1.14 1.026 1.17 3.30 0.25 

④ 西条市2 3.05 東予 1.860 0.226 2.086 1.13 1.026 1.16 3.25 0.20 

⑤ 今治市1 3.00 来島航路 1.720 0.226 1.946 1.21 1.023 1.24 3.20 0.20 

⑥ 今治市2 3.15 来島航路 1.720 0.226 1.946 1.37 1.027 1.41 3.40 0.25 

⑦ 松山市 3.45 松山 1.740 0.226 1.966 1.59 1.059 1.69 3.70 0.25 

⑧ 伊予市等 3.75 松山 1.740 0.226 1.966 1.87 1.068 2.00 4.00 0.25 

⑨ 伊方町1 2.95 松山 1.740 0.226 1.966 1.11 1.040 1.15 3.15 0.20 

⑩ 伊方町2 2.85 宇和島 1.100 0.226 1.326 1.62 1.089 1.77 3.10 0.25 

⑪ 宇和島市等 2.50 宇和島 1.100 0.226 1.326 1.29 1.078 1.39 2.75 0.25 

⑫ 愛南町 1.80 御荘 1.040 0.226 1.266 0.70 1.026 0.71 2.00 0.20 

※設計高潮位は0.05m端数処理
※気候変動による影響を確認

＜任意年の設計高潮位＞
任意年の設計高潮位[C]＝任意年のH.W.L.[A]＋任意年の潮位偏差[B]

＜任意年のH.W.L.＞
任意年のH.W.L.[A]＝2020年基準のH.W.L.[a]＋任意年の平均海面水位の上昇量[a’]

＜任意年の潮位偏差＞
任意年の潮位偏差[B]＝1980年基準の潮位偏差[b]×任意年の将来変化比[b’]
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 平均海面水位の上昇量は2090年まで、潮位偏差の将来変化比は2090年までを按分して求めることができる。

 ここでは潮位偏差の将来変化比は2090年以降は一定と仮定する（4K上昇が平衡状態）。将来のH.W.L.および将来の潮位
偏差を用いた2075年時点の設計高潮位は現在(2025年)に比べ、気候変動の影響によって0.20～0.30m程度大きくなる。

区間 見直し後 将来の防護基準

差分
[将来2075-現

在2025]現行政区分

[現在(2025
年)]

設計高潮位
[T.P.：m]

検潮所

[2020年基準]
H.W.L.

[T.P.:m]

[2075年基準]
上昇量

[m]

[将来]
H.W.L.

[T.P.:m]

[1980年基準]
潮位偏差

[m]

[2075年基準]
将来変化比

[－]

[将来]
潮位偏差

[m]

[将来]
設計高潮位

[T.P.：m]

a a' A b b' B C(=A+B)

① 四国中央市 3.50 三島川之江 2.120 0.226 2.346 1.31 1.011 1.33 3.70 0.20 

② 新居浜市 3.15 東予 1.860 0.226 2.086 1.21 1.039 1.26 3.35 0.20 

③ 西条市1 3.05 東予 1.860 0.226 2.086 1.14 1.040 1.19 3.30 0.25 

④ 西条市2 3.05 東予 1.860 0.226 2.086 1.13 1.039 1.17 3.30 0.25 

⑤ 今治市1 3.00 来島航路 1.720 0.226 1.946 1.21 1.035 1.25 3.20 0.20 

⑥ 今治市2 3.15 来島航路 1.720 0.226 1.946 1.37 1.041 1.43 3.40 0.25 

⑦ 松山市 3.45 松山 1.740 0.226 1.966 1.59 1.081 1.72 3.70 0.25 

⑧ 伊予市等 3.75 松山 1.740 0.226 1.966 1.87 1.097 2.06 4.05 0.30 

⑨ 伊方町1 2.95 松山 1.740 0.226 1.966 1.11 1.060 1.17 3.15 0.25 

⑩ 伊方町2 2.85 宇和島 1.100 0.226 1.326 1.62 1.122 1.82 3.15 0.30 

⑪ 宇和島市等 2.50 宇和島 1.100 0.226 1.326 1.29 1.106 1.43 2.80 0.30 

⑫ 愛南町 1.80 御荘 1.040 0.226 1.266 0.70 1.032 0.72 2.00 0.20 

※設計高潮位は0.05m端数処理
※気候変動による影響を確認

＜任意年の設計高潮位＞
任意年の設計高潮位[C]＝任意年のH.W.L.[A]＋任意年の潮位偏差[B]

＜任意年のH.W.L.＞
任意年のH.W.L.[A]＝2020年基準のH.W.L.[a]＋任意年の平均海面水位の上昇量[a’]

＜任意年の潮位偏差＞
任意年の潮位偏差[B]＝1980年基準の潮位偏差[b]×任意年の将来変化比[b’]

※4K上昇の設計高潮位は2K上昇に
 対して最大0.05m程度大きくなる
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設計高潮位

潮位偏差（高潮）

設計沖波波高

設計高潮位

潮位偏差（高潮）

設計沖波波高

設計高潮位

潮位偏差（高潮）

設計沖波波高

設計高潮位

潮位偏差（高潮）

設計沖波波高 ◆潮位偏差に4Kの影響を考慮した。
2040年までは2K上昇と同じ変化
率で、それ以降は4Kの2090年時点
まで変化する（90年以降もその変化
率で上昇する、2Kは変化しないシナ
リオという条件で算出）
◆設計潮位には平均海面上昇が含
まれている。潮位偏差同様、2040年
までは2Kシナリオで、それ以降は
4Kシナリオで上昇する。
※設計沖波については算定に用い
る結果がないため未反映

※設計沖波については、
4K影響を未考慮

実線：2K、点線：4K

実線：2K、点線：4K
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気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する留意事項等（本省資料）
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気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する留意事項等（本省資料）



44

気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する留意事項等（本省資料）
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気候変動の影響を踏まえた海岸保全施設の計画外力の設定に関する留意事項等（本省資料）
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国土地理院ホームページ『「2000年度平均成果」と「測地成果2011」』より抜粋

https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/suijun-2000seika.html
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国土地理院ホームページ『「2000年度平均成果」と「測地成果2011」』より抜粋

https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/suijun-2000seika.html
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「2000年度平均成果」について

⚫ジオイド

水は、高いところから低いところに流れます。地図に記される高さ（標高）は、水道などのインフラ整備や、津波や洪水等から命
を守る上でとても大切な情報ですが、実はその標高は地形の起伏だけでは決められません。平らに見える地表面でも、重力の
分布が一様でなければ、水は重力の強い方に流れています。同じように、正確な標高を知るためには、地形の起伏を測定する
だけではなく、重力の影響も考慮する必要があります。

日本の標高の基準は、測量法で平均海面と定められています。この平均海面を仮想的に陸地へ延長した面をジオイドといい
ます。

国土地理院では、重力測量や水準測量の結果などから、地球を仮想的に表した楕円体表面からジオイドまでの高さ（ジオイド
高）を決めています。衛星測位で決まる高さ（楕円体高）からジオイド高を引くことで、簡単に標高を求めることができます。

https://www.gsi.go.jp/buturisokuchi/grageo_geoid.html
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